

























が起こったのが 10 月 21 日であり，それが「国際反戦デー」と呼ばれるベトナム反戦運動を象徴す






















































































（５）　このような，世界史における 1968 年の位置付けについては，主に D. ハーヴェイ（渡辺治監訳）『新自由主義』








　ところで，労働組合によるベトナム反戦闘争といえば，前述したように 66 年 10 月 21 のストラ
イキが，世界初のベトナム反戦ストとして，かつ，日本史上初めて継続中の戦争に反対する公然た



























































（７）　『朝日新聞』1965 年 2 月 16 日付。
（８）　市橋秀夫「日本におけるベトナム反戦運動史の一研究（1）」『日本アジア研究』11 号，2014 年，144-145 頁。
（９）　『朝日新聞』1964 年 12 月 30 日付，および 1965 年 1 月 5 日付。
（１０）　小山弘健「佐藤政権との対決」小山・清水慎三編『日本社会党史』芳賀書店，1965 年，297-298 頁，法政大
学大原社会問題研究所編『日本労働年鑑』37 集，労働旬報社，1966 年，136-137 頁および 480-482 頁。


















　総評指導部は，3 月 18 日に「日韓会談粉砕，原潜寄港阻止」と並んでアメリカ軍のベトナム撤
退を要求する広範な国民運動を展開するという方針を決定し，「全組合員の総決起を要請する」と
の通達を単産・地評宛に発出（１６），さらに同 27 日には中立労連と共同で，3,000 名規模の「ベトナム
からアメリカ軍の撤退を求める決起集会」を日比谷野外音楽堂において開催し，その後外務省など















（１６）　『朝日新聞』1965 年 3 月 19 日付。
（１７）　同前 1965 年 3 月 28 日付。




　こうして，4 月前半までは「不況に弱い春闘」というイメージが先行していた 65 春闘の情勢は，
4 月後半には民間労組を中心とする波状的なストライキ闘争によって一変することになった。主要
産業の交渉が概ね妥結局面を迎えた 5 月上旬段階において，平均賃上げ率は総評の推計で 12.5%

























　このような変化は，この 66 春闘期から，50 年代半ば以来総評運動を牽引してきた議長太田薫に
（２０）　『朝日新聞』1965 年 5 月 10 日付。
（２１）　『日本労働年鑑』37 集，233 頁。
（２２）　市橋前掲論文，146 頁，村上寛治編『総評運動 30 年の軌跡』労働教育センター，1980 年，364 頁。
（２３）　太田薫『闘いのなかで』青木書店，1971 年，243 頁。
（２４）　『朝日新聞』1965 年 9 月 5 日付。
（２５）　同前 1965 年 9 月 19 日付。
（２６）　同前 1966 年 1 月 11 日付。






















争」という方針を決定していた総評に，その実行を迫るものとなった。8 月 4 日に総評第 31 回大
会で採択された，「アメリカのベトナム侵略は，ますます熾烈化し」という文言で始まる「大会宣
言」は，ベトナム反戦を「「実力行使」で闘い抜く」と謳うものであったが（３３），これは，それに先






（２９）　『朝日新聞』1966 年 6 月 26 日付。
（３０）　『読売新聞』1966 年 6 月 30 日付，『朝日新聞』1966 年 7 月 1 日付，同 7 月 6 日付（夕刊）。
（３１）　『読売新聞』1966 年 7 月 2 日付。
（３２）　6 月 29 日には，アメリカ大使館への電報を取り扱う東京・港電報局が開局以来最高の受信量を記録，通常 1
台の受信機を 3 台に増やしても処理しきれず，区内の他の電報局で分散して受信する体制がとられるといった異常
事態が発生していた（『日本労働年鑑』37 集，311 頁）。
（３３）　「総評第 31 回定期大会：大会宣言」1966 年 8 月 4 日（法政大学大原社会問題研究所編『日本労働運動資料集
成』第 6 巻，旬報社，2006 年所収，141-142 頁）。










　1966 年 6 月 8 日，全印総連東京地連は，中央委員会決定にもとづき，各加盟単組に「小選挙区
制反対，ベトナム侵略戦争阻止，米原子力軍艦「寄港」拒否，諸物価の値上げ反対」要求でのスト
権投票を実施し，6 月 25 日に「15 分ストの体制をつくる」指示を発した（３５）。これに従い，25 日に













（３５）　全印総連東京地連委員長・書記長「指示第十三号」1966 年 6 月 8 日，戦後印刷出版労働組合関係資料，東京
大学経済学部資料室所蔵，仮目録整理番号 422。





（３９）　10・21 スト後，それを総括する座談会の出席者の 1 人として，当時全印総連執行委員・同東京地連書記長で
あった小野塚敬一が出席している。他の出席者は国労・日教組・自治労・都市交・全金・全日自労といった単産の






































者』1965 年 5 月 1 日付），政党との関係の面についてみても，1959 年以来，事実上「社共両党支持」を方針化して

















を切る少数派に陥った直後の 64 年夏，8 月に京都で開催される日本原水協主催の第 10 回原水爆禁



















（４４）　同前 34-64 頁，91 頁，および『細川活版所 100 年のあゆみ』細川活版所，1986 年，486-489 頁。
（４５）　前掲『要求こそ力』72-75 頁。
（４６）　日本原水協の正式な分裂と原水禁国民会議の発足は 65 年 2 月のことであるが，64 年 3 月の段階で原水禁国民




（４８）　同前 78-79 頁，92-93 頁。
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（５０）　同前 71 頁，98-99 頁。
（５１）　小野塚前掲書，82 頁，および藤原二郎「分裂のりこえた印刷労働者」『労働・農民運動』49 号，1970 年，64
頁。

























（５３）　1960 年代末から 70 年代にかけて，印刷産業以外にもこうした労使関係の再転換（対抗的・自律的労使関係の
復活）が生じている。それらについては，兵頭淳史「日本における新自由主義の起点に関する考察」鈴木玲編『新
自由主義と労働』御茶の水書房，2010 年を参照のこと。
（５４）　平井一臣は，政治闘争を媒介とした自然発生的な下からの運動の展開に再生の契機をつかもうとする総評指
導部の期待が「地域レベルでの日常的な運動，さらに既成組織と新たに登場した市民運動との連携といった問題
を，十分に考慮することを妨げることになった」と論じている（平井一臣「社会運動・市民・地域社会」岡本編前
掲書，452 頁）。紙幅の関係からも本稿では十分な検討を加えることはできないが，重要な指摘であろう。
